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アパレル事業等における衣類の廃棄等に関する実態調査
 マテリアルフローにおける販売等のフローの精査を主な目的とし、アパレル事業者を対象としたアンケート調査を実施した。

＜調査対象＞
 一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会（JAFIC）および一般社団法人ジャパンサステナブル
ファッションアライアンス（JSFA）に所属する企業（アパレルメーカー、小売業、卸・商社）の担当者

 一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会（正会員：128社、賛助会員：131社）
 一般社団法人ジャパンサステナブルファッションアライアンス（正会員：18社、賛助会員：51社）

＜調査方法＞
 調査票の電子ファイル、またはオンラインフォームによる回答

＜調査スケジュール＞
 実査：2025年12月中旬～2026年１月下旬
 データクリーニング・分析：2026年１月下旬～２月下旬

＜調査内容＞
 サステナブルファッションに向けた取組状況
 生産・販売・廃棄等に関する状況
 環境に配慮した原料・素材の使用や、長期使用するための製品製造の取組
 環境負荷（温室効果ガス排出量・水消費量）の把握・情報開示に関する取組
 人権尊重 他

アパレル事業者を対象としたアンケート調査の概要
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アパレル事業等における衣類の廃棄等に関する実態調査
調査の結果、41件の有効回答を得た。回答各社の基礎情報は以下のとおり。

サプライチェーンの工程（OEM生産を除く）（当てはまるものすべて）

～50億円
26.8%

51～100億円
9.8%

101～200億円
12.2%

201～500億円
17.1%

501～1,000億円
17.1%

1,001億円～
14.6%

非公表
2.4%

n=41

2.4%

2.4%

4.9%

24.4%

26.8%

73.2%

61.0%

63.4%

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.紡糸・紡績

2.製織

3.染色

4.縫製

5.商社（総合商社・繊維商社）

6.アパレル

7.卸

8.小売

9.その他

n=41

2024年度におけるアパレル事業の売上高

78.0%

41.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.一般社団法人日本アパレル・
ファッション産業協会（JAFIC）

2.一般社団法人ジャパンサステナブル
ファッションアライアンス（JSFA）

n=41

業界団体への所属（当てはまるものすべて） 上場/非上場

上場
30.6%

非上場
69.4%

n=41
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サステナブルファッションに
向けた取組状況
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Q. ファッション企業が取り組むべき社会課題
 ファッション企業が取り組むべき社会課題を伺った結果、「廃棄物の削減（97.6%）」が最も高く、「気候変動対策（CO2排
出量削減等）（80.5%） 」「人権尊重（75.6%） 」と続いた。

取り組むべき社会課題（当てはまるものすべて）

97.6%
80.5%

46.3%
41.5%

56.1%
43.9%

36.6%
75.6%

41.5%
41.5%

36.6%
46.3%

0.0%
0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.廃棄物の削減
2.気候変動対策（ＣＯ２排出量削減等）

3.石油由来繊維の使用量削減
4.水消費量の削減
5.水質汚染の防止

6.マイクロプラスチック対策
7.農薬・化学肥料等による土壌汚染の防止

8.人権尊重
9.動物福祉

10.生物多様性の保全
11.自然資本の保全

12.衣類の低価格化からの脱却
13.特に取り組むべき社会課題はない

14.よくわからない

n=41
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Q. サステナブルな取組への意向と取組状況
 サステナブルな取組への意向と取組状況を伺った結果、「取組むべきと考える」とされた取り組みは「トレーサビリティの確保（46.3%）」「衣類を回収
しリユース品として国内で活用（41.5%）」「衣類を回収後、繊維原料としてリサイクル（39.0%） 」の順であった。

 一方、いずれの取組も50%を下回っていることから、先進的取組が生まれるよう、後押ししていく必要がある。
 「取組んでいる」とされた取組は、「適正な在庫管理（87.8%）」「正確な在庫数を把握するためのシステムの導入（80.5%）」「環境に配慮した
原料・素材を使用した商品の企画・製造・販売（78.0%）」の順であった。

 これらの取組は、先進的取組を普及・展開しつつ、業界のスタンダードとなるように後押ししていくことが望ましい。

24.4%
24.4%

22.0%
26.8%

24.4%
22.0%

31.7%
29.3%
29.3%

24.4%
17.1%

19.5%
41.5%

29.3%
39.0%

24.4%
26.8%

22.0%
46.3%

24.4%
17.1%

36.6%
31.7%

7.3%

87.8%
80.5%

48.8%
41.5%

53.7%
73.2%

68.3%
58.5%

78.0%
26.8%

2.4%
7.3%

26.8%
14.6%

36.6%
26.8%

19.5%

24.4%
29.3%

26.8%
53.7%

29.3%
34.1%

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.適正な在庫管理
2.正確な在庫数を把握するためのシステムの導入

3.受注生産の確立
4.短サイクル化の見直し
5.アウトレットでの再販売

6.売れ残り商品を次のシーズンに再販売
7.流行に関わらず長期間着用できる商品の企画・製造・販売

8.耐用期間の長い丈夫な商品の企画・製造・販売
9.環境に配慮した原料・素材を使用した商品の企画・製造・販売

10.リペアサービスの提供
11.シェアリングサービスの提供

12.レンタルサービスの提供
13.生活者が不要になった衣類を回収し、リユース品として国内で活用
14.生活者が不要になった衣類を回収し、リユース品として海外へ輸出

15.生活者が不要になった衣類を回収後、繊維原料としてリサイクル
16.生活者が不要になった衣類を回収後、ウエス・反毛等としてリサイクル

17.生活者が不要になった衣類を回収後、エネルギーとして利用
18.国際認証の取得（GOTS・Textile Exchange・Bluesign・OEKO-TEX等）

19.トレーサビリティの確保
20.プラスチック製の買い物袋の廃止

21.商品の手入れ方法の明記
22.サステナブルファッションに関する生活者への情報発信

23.再生可能エネルギーの活用
24.その他

取組むべきと考える
取組んでいる

n=41

サステナブルな取組への意向と取組状況（当てはまるものすべて）
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生産・販売・廃棄等に関する
状況
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Q. 2024年度の期首在庫、当期仕入の量
期首在庫と当期仕入のいずれも、「１００万着以上３００万着未満」との回答が最も多かった。
期首在庫と当期仕入のいずれも回答した事業者を対象に、回答者全体の合計量を比較したところ、期首在庫の量は当期仕
入の量の18％程度に相当した。

2024年度の当期仕入の量2024年度の期首在庫の量
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Q. 2024年度の期首在庫、当期仕入の消化率
期首在庫の消化率は、「90%以上」の回答で44.0%、「80%以上」の回答で68.0%を占めた。

 期首在庫の量の回答を基に加重平均を取ると、平均消化率は75.9%であった。
当期仕入の消化率は、「90%以上」の回答で42.9%、「80%以上」の回答で71.4%を占めた。

 当期仕入の量の回答を基に加重平均を取ると、平均消化率は85.1%であった。

2024年度の当期仕入の消化率2024年度の期首在庫の消化率
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※当期仕入れと期首在庫のいずれも、「把握していない」と「無回答」を除く集計。
※消化率は値引き販売を含む、数量ベースの消化率（在庫処分業者に転売される場合は含めない）。
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（参考）2024年度の期首在庫、当期仕入の消化率について
本設問における「消化率」の定義は、以下のとおり想定して調査を実施している。

「2024年度の当期仕入の消化率」の定義「2024年度の期首在庫の消化率」の定義

2024年度期首の在庫

（2023年度までの
仕入分の売れ残り等）

2024年度の仕入

（当期仕入）

2024年度の売れ残り等

（期首在庫分未消化）

2024年度の販売数

（当期仕入分消化）

2024年度の売れ残り等

（当期仕入分未消化）

本設問の”消化率”の分母 本設問の”消化率”の分子

2024年度の販売数

（期首在庫分消化）

※2024年度を当期とした場合

2024年度期首の在庫

（2023年度までの
仕入分の売れ残り等）

2024年度の仕入

（当期仕入）

2024年度の販売数

（期首在庫分消化）

2024年度の売れ残り等

（期首在庫分未消化）

2024年度の売れ残り等

（当期仕入分未消化）

本設問の”消化率”の分母 本設問の”消化率”の分子

2024年度の販売数

（当期仕入分消化）

※2024年度を当期とした場合
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92%

99%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単純平均(n=33)

加重平均(n=27)

1.次のシーズン（2025年度）にもう一度販売する
2.在庫処分業者への売却
3.サプライチェーン内で繊維原料として活用する
4.国内での寄付・寄贈
5.海外への輸出
6.エネルギー回収
7.焼却・埋立
8.その他

Q. 消化できなかった製品への対応
 「次のシーズンにもう一度販売する」が最も高く、単純平均は期首在庫が90%、当期仕入が92%であった。
期首在庫・当期仕入の量と消化率の回答を基に「未消化品」の量を推計し、未消化品の量に応じて加重平均を取ると、
期首在庫が95%、当期仕入が99%であった。

消化できなかった製品への対応（当期仕入） 消化できなかった製品への対応（期首在庫） 

1.次の
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出

6.エネル
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収

7.焼却・
埋立 8.その他 

単純平均
(n=33) 90% 4% 0% 0% 0% 0% 1% 5%

加重平均
(n=25) 95% 4% 0% 0% 0% 0% 1% 0%

1.次の
シーズンに
もう一度
販売する
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処分業
者への売
却

3.サプライ
チェーン内で
繊維原料と
して活用する

4.国内
での寄
付・寄贈

5.海外
への輸
出

6.エネル
ギー回
収

7.焼却・
埋立 8.その他 

単純平均
(n=33) 92% 4% 0% 0% 0% 0% 1% 4%

加重平均
(n=27) 99% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

※単純平均は「消化できなかった製品への対応」を回答した事業者を対象に集計しており、
 加重平均は、「期首在庫・当期仕入の量」、「消化率」、「消化できなかった製品への対応」をいずれも回答した事業者を対象に集計している。

90%

95%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単純平均(n=33)

加重平均(n=25)

1.次のシーズン（2025年度）にもう一度販売する
2.在庫処分業者への売却
3.サプライチェーン内で繊維原料として活用する
4.国内での寄付・寄贈
5.海外への輸出
6.エネルギー回収
7.焼却・埋立
8.その他
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Q. 在庫処分業者への売却後のリセールや再資源化等の状況把握
在庫処分業者への売却後のリセールや再資源化等の状況について、「在庫処分業者への売却は行っていない」が51.2%、
「はい（売却しており把握している）」が22.0%、「いいえ（売却しており把握していない）」が12.2%であった。

把握方法は、「業者への聞き取り」が44.4%、「証明書の提出」が33.3%。処理方法は「国内での再販」が多数を占める。

トレーサビリティの確保の方法リセールや再資源化等の状況把握の有無

※その他の回答は、「販売先リストの共有」「処分業者が運営する販売店での処分」
※四捨五入のため合計が100％と一致しない。

はい
22.0%

いいえ
12.2%在庫処分業者への売却

は行っていない
51.2%

無回答
14.6%

n=41
証明書の提出

33.3%

業者への聞き取り
44.4%

その他
22.2%

n=9

売却後の処理方法

12%

18%

58%

82%

1% 20% 7% 2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単純平均(n=8)

加重平均(n=3)

1.海外への輸出 2.国内での再販
3.ウエス化 4.反毛化
5.ポリエステル再生原料化 6.エネルギー回収
7.廃棄物処理 8.その他
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Q. 消化できなかった製品の在庫保有年数
消化できなかった製品が手放されるまでに、在庫として保有されるおおよその年数（仕入れ～手放すまでの期間）について、平
均的な年数と最大の年数を伺った。
 （例）2024年度に消化されずに手放された製品のうち、2024年度仕入の製品がおよそ半数、2023年度仕入の製
品がおよそ半数の場合は、平均的な年数：1.5年（1年がおよそ半数、2年がおよそ半数）、最大の年数：2年 等

平均的な年数の中央値は2年、最大の年数の中央値は3年であった。最大の年数は、回答者によりばらつきが大きく見られた。

消化できなかった製品の在庫保有年数
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平均的な年数
(n=32)

最大の年数
(n=31)

（年）

※箱ひげ図の各値は、上から最大値・第3四分位数・第2四分位数（中央値）・
第1四分位数・最小値、を示す。
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Q. 最終製品の廃棄量の開示
最終製品の廃棄量の開示についての現状あるいは姿勢、考え方について伺った結果、「開示する必要性を感じない
（22.0%）」が最も高く、「開示している（17.1%）」「経営に関わるため、開示すべきではないと考えている（14.6%）」と
続いた。

最終製品の廃棄量の開示

開示している
17.1%

開示したいが、技術的・コスト的に
困難であり開示するに至っていない

9.8%

経営に関わるため、開示す
べきではないと考えている

14.6%

開示する必要性を
感じない
22.0%

その他
29.3%

無回答
7.3%

n=41

※その他の回答は、「開示を検討している」「廃棄していない（リセールに回している）」等
※四捨五入のため合計が100％と一致しない。
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Q. 裁断くずやニット製品の残糸などの数量の把握
 サプライチェーン内でのアパレル製品の製造過程で発生する裁断くずやニット製品の残糸の数量を把握状況について伺った結果、
「いいえ（把握していない）」が87.8%と最も高く、「はい（把握している）」が4.9%、「把握するために調査中」が2.4%で
あった。
 数量を把握している２件の回答について、年間発生量は「１１～３０t」「５１～１００t」であった。裁断くずや残糸
を再生した製品化の状況は、「はい（取り組んでいる）」「取組に向け準備中」であった。

数量を把握していない理由は、「裁断や縫製は外部委託先なので把握できない」が80.6%、「把握するための労力やコストに
余裕がない」が19.4%であった。

裁断くずやニット製品の残糸などの数量の把握

はい
4.9%

いいえ
87.8%

把握するために調査中
2.4%

無回答
4.9%

n=41

数量を把握していない理由（当てはまるものすべて）

80.6%

19.4%

2.8%

2.8%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.裁断や縫製は外部委託先なので把握できない

2.把握するための労力やコストに余裕がない

3.把握する理由が見当たらない

4.よくわからない

5.その他

n=36
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環境に配慮した原料・素材の
使用や、長期使用するための
製品製造の取組
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Q. 環境に配慮した原料・素材の使用状況
取り扱うアパレル製品の製造過程における環境に配慮した原料・素材の使用状況について、「把握している」が26.8%、「把握
するために調査中」が22.0%、「把握していない」が51.2%であった。

回答された原料・素材の割合の平均値は、「天然繊維」は40.5%、「天然繊維に占めるオーガニック素材」は1.8%、「天然繊
維に占めるリサイクル素材」は17.0%、「化学繊維に占めるリサイクル素材」は6.2%、「化学繊維に占めるバイオマス起源の素
材」は5.1%であった。

環境に配慮した原料・素材の使用状況 環境に配慮した原料・素材の割合

把握している
26.8%

把握するために
調査中
22.0%

把握していない
51.2%

n=41

40.5

1.8

17.0

6.2

5.1

0.0 20.0 40.0 60.0

天然繊維の割合(n=7)

天然繊維に占めるオーガニック素材の割合(n=6)

天然繊維に占めるリサイクル素材の割合(n=3)

化学繊維に占めるリサイクル素材の割合(n=5)

化学繊維に占めるバイオマス起源の素材の割合(n=2)

（%）

※リサイクル素材は、廃棄された天然繊維や化学繊維、またはペットボトルなどを原料として
 作られた繊維を意図している。
※「化学繊維に占める生分解性素材の割合」を把握している回答はなかった。
※エラーバーは標準誤差を示す。
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Q. 長期使用のための取組状況
取り扱うアパレル製品が長期使用されるために実施している取組を伺ったところ、「長期使用可能なデザイン（58.5%）」が最
も高く、「長期使用するための耐久性の試験の実施（39.0%）」「長期使用するための製品の取扱い方法に関する情報提供
（39.0%）」と続いた。

長期使用のための取組状況（当てはまるものすべて）

※その他の回答は、「リペア部門の充実」「購入後のアフターサービス（修理やお手入れ）」

24.4%

34.1%

39.0%

4.9%

58.5%

12.2%

7.3%

39.0%

4.9%

17.1%

7.3%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.長期使用するための方針や目標の設定

2.長期使用するための耐久設計

3.長期使用するための耐久性の試験の実施

4.従来同等品との使用期間の比較検証

5.長期使用可能なデザイン

6.修理性を考慮した長期使用の設計

7.妊婦や子供などの体形変化に応じた設計

8.長期使用するための製品の取扱い方法に関する情報提供

9.その他

10.上記いずれもない

11.よくわからない

無回答

n=41
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環境負荷（温室効果ガス
排出量・水消費量）の
把握・情報開示に関する取組
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Q. サプライチェーン内で発生する年間の温室効果ガス（CO2等）排出量の把握
取り扱うアパレル製品の製造段階から販売（企画・デザイン、製造、販売、在庫管理まで）のサプライチェーン内で発生する年
間の温室効果ガス（CO2等）排出量の把握状況について伺った。
 「把握している」割合は、スコープ１は58.5%、スコープ２は56.1%、スコープ３は51.2%であった。

把握している
58.5%

把握するために
調査中
7.3%

把握していない
29.3%

よくわからない
4.9%

n=41

把握している
56.1%把握するために

調査中
4.9%

把握していない
31.7%

よくわからない
7.3% n=41

スコープ１
※燃料の燃焼や、製品の製造などを通じて、自社
が直接排出する温室効果ガス

スコープ２
※他社から供給された電気・熱・蒸気を使うことで、
自社が間接排出する温室効果ガス

スコープ３
※サプライチェーン内で、原材料仕入れや販売後
に排出される温室効果ガス

※四捨五入のため合計が100％と一致しない。

把握している
51.2%把握するため

に調査中
7.3%

把握していない
34.1%

よくわからない
7.3% n=41
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Q. 温室効果ガス（CO2等）排出量の開示
温室効果ガス（CO2等）排出量の開示についての現状あるいは姿勢、考え方について伺った結果、「開示している
（34.1%）」 が最も高く、「開示したいが、技術的、コスト的に困難であり開示するに至っていない（19.5%）」、
「開示する必要性を感じない（14.6%）」と続いた。

温室効果ガス（CO2等）排出量の開示

開示している
34.1%

開示したいが、技術的、コスト的に
困難であり開示するに至っていない

19.5%

経営に関わるため開示すべ
きではないと考えている

4.9%

開示する必要性を
感じない
14.6%

その他
24.4%

無回答
2.4%

n=41

※その他の回答は、「準備中・協議中」「一部製品のみ把握・開示」「測定方法がわからない」等
※四捨五入のため合計が100％と一致しない。
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Q. 年間の水消費量の把握・開示
取り扱うアパレル製品の製造段階（原材料調達～アパレル製品の製造まで）における年間の水消費量の把握状況について
伺ったところ、「把握している」が9.8%、「把握するために調査中」が7.3%、「把握していない」が80.5%であった。
 消費量を把握している４件の回答について、年間消費量は「10,001～30,000㎥」「50,001～100,000㎥」   

「1,000,001～3,000,000㎥」「30,000,001㎥以上」であった。
水消費量の開示についての現状あるいは姿勢、考え方について伺った結果、 「開示したいが、技術的、コスト的に困難であり開
示するに至っていない（39.0%）」 が最も高く、「開示する必要性を感じない（29.3%）」 「開示している（12.2%）」と
続いた。

年間水消費量の把握

把握している
9.8%

把握するために
調査中
7.3%

把握していない
80.5%

よくわからない
2.4%

n=41

水消費量の開示

開示している
12.2%

開示したいが、技術的、
コスト的に困難であり開
示するに至っていない

39.0%
経営に関わるため開示す
べきではないと考えている

2.4%

開示する必要性を感じない
29.3%

その他
12.2%

無回答
4.9%

n=41

※その他の回答は、「脱炭素が優先」「自社工場のみ把握」「算出方法が分からない」等
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Q. 環境負荷の把握・情報開示に向けて必要な情報
環境負荷（CO2排出量・水消費量）の把握・情報開示に関する取組を実施するにあたって、国から提供いただきたい情報を
伺ったところ、 「ライフサイクルの段階ごとの環境負荷（68.3%）」が最も高く、「原料・素材の種類ごとの環境負荷
（65.9%）」「ファッション産業全体の環境負荷（61.0%）」と続いた。

環境負荷の把握・情報開示に向けて必要な情報（当てはまるものすべて）

※その他の回答は、「CFP算定の為の原単位」「仕入金額ではなく活動量による原単位」「リサイクル繊維・オーガニック繊維の環境負荷」等

61.0%

68.3%

65.9%

51.2%

14.6%

2.4%

12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.ファッション産業全体の環境負荷

2.ライフサイクルの段階（原材料調達・紡績・染色・縫製・輸送・店舗・
利用・廃棄）ごとの環境負荷

3.原料・素材の種類（天然繊維・化学繊維 等）ごとの環境負荷

4.アイテム（Tシャツ・ジャケット 等）ごとの環境負荷

5.その他

6.上記いずれもない

7.よくわからない

n=41
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人権尊重



25 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

Q. サプライチェーン全体における安全性・衛生環境に関する取組
 サプライチェーン全体における安全性・衛生環境に関する取組状況を伺ったところ、「生産現場における安全性・衛生環境を把
握している（58.5%）」「生産現場における安全性・衛生環境の改善要求をしている（58.5%）」が最も高く、「安全性・衛
生環境に問題がある取引先とは取引を行わない（もしくは取引中断）（53.7%）」が続いた。

サプライチェーン全体における安全性・衛生環境に関する取組（当てはまるものすべて）

※その他の回答は、「グリーバンスメカニズムの導入準備中」「サプライチェーンの一部を把握（国内のみ、主要サプライヤーのみ）」
 「ガイドラインを作成し、確認書を取り付けている」「監査、定量評価について、外部の第三者機関に委託し協業」等

58.5%

34.1%

58.5%

53.7%

4.9%

17.1%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.生産現場における安全性・衛生環境を把握している

2.グリーバンスメカニズム（通報窓口）を設けている

3.生産現場における安全性・衛生環境の改善要求をしている

4.安全性・衛生環境に問題がある取引先とは取引を行わない（もしくは取引中断）

5.いずれも行ってない

6.その他

無回答

n=41
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Q. サプライチェーン全体における児童労働に関する取組
 サプライチェーン全体における児童労働に関する取組状況を伺ったところ、 「児童労働を行っている取引先とは取引を行わない
（もしくは取引中断）（61.0%）」 が最も高く、 「生産現場における児童労働の状況を把握している（53.7%）」「生産
現場における児童労働の改善要求をしている（43.9%）」が続いた。

サプライチェーン全体における児童労働に関する取組（当てはまるものすべて）

※その他の回答は、「サプライチェーンの一部を把握（国内のみ、主要サプライヤーのみ）」「ガイドラインを作成し、確認書を取り付けている」
「監査、定量評価について、外部の第三者機関に委託し協業」等

53.7%

29.3%

43.9%

61.0%

7.3%

17.1%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.生産現場における児童労働の状況を把握している

2.グリーバンスメカニズム（通報窓口）を設けている

3.生産現場における児童労働の改善要求をしている

4.児童労働を行っている取引先とは取引を行わない（もしくは取引中断）

5.いずれも行ってない

6.その他

無回答

n=41



27 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

Q. サプライチェーン全体における賃金支払いに関する取組
 サプライチェーン全体における賃金支払いに関する取組状況を伺ったところ、 「賃金支払いが不適正である取引先とは取引を行
わない（もしくは取引中断）（53.7%）」 が最も高く、 「生産現場における賃金支払いの状況を把握している
（46.3%）」「生産現場における賃金支払いの状況の改善要求をしている（41.5%）」が続いた。

サプライチェーン全体における賃金支払いに関する取組（当てはまるものすべて）

※その他の回答は、「サプライチェーンの一部を把握（主要サプライヤーのみ）」「ガイドラインを作成し、確認書を取り付けている」
 「監査、定量評価について、外部の第三者機関に委託し協業」等

46.3%

31.7%

41.5%

53.7%

9.8%

9.8%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.生産現場における賃金支払いの状況を把握している

2.グリーバンスメカニズム（通報窓口）を設けている

3.生産現場における賃金支払いの状況の改善要求をしている

4.賃金支払いが不適正である取引先とは取引を行わない（もしくは取引中断）

5.いずれも行ってない

6.その他

無回答

n=41
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